
参考資料：全国知事会組織のあり方検討ＰＴ中間報告

Ⅰ 全国知事会組織の見直し

（１）委員会・ＰＴの再編

（第１フェーズ、第２フェーズ）

（２）全国知事会事務局体制の強化

資料１１－２

（２）全国知事会事務局体制の強化

（「政策協働センター化」と「広域対応強化」）

Ⅱ 地方６団体の結束強化に向けた取組
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Ⅰー（１） 全国知事会組織の見直し（委員会・ＰＴの再編）

日本が大きな危機にある中で「危機に立ち向かう知事会」として、
47人の知事の総力を動員し「一致結束した行動」により、
この国の再生を目指す

基本的な考え方

見直し・再編方針
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① ４つの常任委員会と２つの特別委員会(５月新設)の下に、
特定課題に対応するＰＴ（時限的な組織）を設置

② 特別委員会は、目的を達したものを除き、新規ＰＴへ移行

③ 現行ＰＴは、特定課題の内容を精査し、新規ＰＴへ移行

④ 知事会の全体戦略策定や危機管理のため、会長直轄ＰＴを設置

国と地方の協議の場の運営も踏まえ、24年度目途に再編
（※状況に応じ前倒し）

第２
フェーズ

第１
フェーズ



〔参考〕 委員会・ＰＴ再編案 （第１フェーズ、第２フェーズ）

委員会

全
国
知
事
会
議

総務

農林商工

政権公約評価

建設運輸

社会文教

男女共同参画

道州制

災害

▲

▲

協議の場

現行ＰＴ

出先機関廃止

一括交付金

暫定税率等

直轄負担金

景気雇用

後期高齢者

▲

△

△

△ 政権公約評価

出先機関廃止

一括交付金

地方分権推進

ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境

景気・雇用

第１フェーズ
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第２フェーズ

Ａ委員会

（Ａ分科会対応）
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Ｃ委員会

（Ｃ分科会対応）

・道州制

・憲法問題

・情報化

・共通番号制度

・ＴＰＰ

（注） ◎は5/31設置。▲は存続要検討。△は統合要検討。 新規テーマＰＴは、今後検討
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・社会保障（＋税）
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知事会議（知事会長）

Ⅰー（２） 知事会事務局体制の強化（案）

委員会 ＰＴ

地方団体

都道府県議会議長会
全国市長会

全国市議会議長会
全国町村会

全国町村議会議長会

委
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長
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＋

機能強化し
てバック
アップ

連携強化
６団体連携事務局
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シンクタンク機能の強化
［政策協働センター化］
ＰＴの政策羅針盤(仮称)の
作成などをバックアップ

現行の知事会事務局

広域対応の強化

①各都道府県の東京事務所長を
知事会参与に
（担当県の所長がリーダーに）

②事案担当県（又は会長県）の
担当部長を知事会の統括参与に

民間専門スタッフの(任期付)採用
①著名な研究者グループ(大学教授等)
②若手研究者グループ

都道府県からの派遣充実
・東京事務所との連携
・施策の継続性の視点で行う

＋

＋



Ⅱ 「地方６団体の結束強化」に向けた取組（提案）

① 6団体トップによる「定期的な」協議の場の設置

目的：「国と地方の協議の場」等に向けた『地方６団体』の連携強化

② 6団体・連携事務局（仮称）の設置

目的：６団体トップの協議に向けて、「常時、地方同士で協議する機能」の強化

方向性
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①「代表者会議」を必要に応じ開催

②「地方分権改革推進本部」を
６団体で設置

①「代表者会議」を定例化

→ 例えば、毎月◆日を
「地方６団体会議の日」に
（※各都道府県レベルでの対応も）

②地方６団体の事務連携体制の機能強化
→「地方分権改革推進本部」の職務分担の

見直し・明確化と事務体制の充実強化

提案

現行


